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「北海道地域ＩＣＴ利活用会議」における検討テーマ

「過疎化・高齢化」と「食」
（北海道における地場産業の活性化に向けた検討テーマとして、この２テーマを選定）

北海道における主な「過疎化・高齢化」及び「食」の課題

「過疎化・高齢化」の課題

人口減少、高齢化の進行への対応

保健・医療・福祉ニーズへの対応

防災、防犯など安全・安心の確保

地域社会や産業・研究を支える人材の育成確保

「食」の課題

人口減少等による食マーケット縮小への対応

農林水産業従事者の高齢化、担い手確保への対応

食品製造業の生産性や付加価値の向上

食の安全・安心の確保やニーズの多様化への対応

二国間・多国間経済連携協定への対応

はじめに
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１ 「過疎化・高齢化」
① 北海道の人口

出典：「北海道における集落対策の方向性」（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

人口減少及び高齢化の急速な進行は、今後も続く見込み
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１ 「過疎化・高齢化」
② 過疎地域

出典：「北海道における集落対策の方向性
（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

道内の過疎地域市町村は143団体もあり、道内に広く分布 4



１ 「過疎化・高齢化」
③ 北海道の集落の現状

出典：「北海道における集落対策の方向性」（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

人口減少や高齢化の更なる進行に伴い、今後集落問題が一層深刻化するおそれ
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「集落」とは？

• 「集落」には決まった定義はないが、ここでは、自治体や行政区、町内
会、またそれらが集合したものなど、それぞれの地域において集落対策
の対象として最もふさわしい基本的な地域単位を、「集落」として捉えて
いる。

北海道の集落

• 集落数 ３，７５７集落

• うち、人口１００人未満 ２，０１９集落（５３．７％）

• うち、６５歳以上の割合が５０％超 ４７５集落（１２．６％）

• うち、５５歳以上の割合が５０％超 ２，３３７集落（６２．２％）

問題点

•人口減少と高齢化に伴い、生活機能の低下や身近な生活交通手段の
不足、空き家の増加などの問題が生じており、今後一層深刻化するお
それ



１ 「過疎化・高齢化」
④ 市町村における集落対策（１）

出典：「北海道における集落対策の方向性」（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

北海道全体のうち約３分の２の市町村が、集落対策未実施
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１ 「過疎化・高齢化」
④ 市町村における集落対策（２）

出典：「北海道における集落対策の方向性」（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

集落対策を実施した市町村は、生活交通、農業・担い手、地域コミュニティなどの対策を実施
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１ 「過疎化・高齢化」
④ 市町村における集落対策（３）

出典：「北海道における集落対策の方向性
（H25.3 北海道総合政策部地域政策課）

市町村が今後行いたい集落対策は、生活交通、空き家対策、高齢者支援など
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２ 「食」
① 農林水産業及び食品製造業の概況

・北海道における農林水産業の占める道内総生産の割合は、横ばい傾向
・食品製造業が製造業に占める割合は、全国の２～３倍

出典：「北海道農業の概要」（H25.6 道農政事務所）
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２ 「食」
② 農業・農産品加工業（１）

・北海道の農家戸数は減少傾向、65歳以上比率や新規就農者数は、近年は横ばい傾向
・経営面積は増大傾向であり、農業の大規模化が進んでいる

出典：「北海道農業・農村の現状と課題」（H25.7 北海道道農政部）
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２ 「食」
② 農業・農産品加工業（２）

・農業産出額の占める割合は全国一も、ここ数年は産出額、割合とも横ばい傾向。農産物関連事業の取組は増加傾向

出典：「北海道農業の概要」（H25.6 道農政事務所）
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２ 「食」
③ 漁業・水産加工業（１）

・北海道の漁業生産量は、人口減少や魚離れの影響等もあり、減少傾向
・漁業生産額は減少傾向が続いていたが、近年は横ばい傾向

・漁業就業者は減少及び高齢化が続いていたが、近年は横ばい傾向

出典：「北海道水産業・漁村のすがた2013～北海道水産白書～」（北海道水産林務部）
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２ 「食」
③ 漁業・水産加工業（２）

・北海道の水産食料品及び水産加工品出荷額は減少が続いていたが、近年は横ばい傾向 13

出典：「北海道水産業・漁村のすがた2013～北海道水産白書～」（北海道水産林務部）



２ 「食」
④ 「６次産業化」の推進

・北海道においても、主に農業・畜産業の分野において、「６次産業化」が推進 14

６次産業化の推進

• 様々な地域資源を有効活用し、マーケットの拡大を図りつつ、２
次・３次産業者と連携した新たな付加価値を創出し、農村の再
生・活性化を図る「地域資源を活用した農林漁業者等による新
事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律
（六次産業化法・地産地消法）」が平成22年12月に制定。

• 北海道において六次産業化法・地産地消法に基づく「６次産業
化事業計画」の総合化事業計画の認定を受けた農業者等は、
25年3月末で82件あり、そのうち新商品の開発目的が76件、販
売方式の導入目的が6件、生産方式の改善目的が9件となって
いる。

出典：「北海道農業・農村の現状と課題」（H25.7 北海道道農政部）


